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本日のセミナーの流れ本日のセミナーの流れ

前半前半 加算算定について加算算定について

後半後半 実地指導について実地指導について



加算算定編



成功の３つのＣ

通所介護(認知症通所介護含む）

⇒ 全国で３０,０００事業所に近い事業者数

コンセプト

コミュニティ コンプライアンス

ブランド力



高齢者人口の推移高齢者人口の推移

出所：内閣府「高齢社会白書」



収入をアップさせるには？収入をアップさせるには？

加算の算定以外に介護
報酬による収入をアッ
プさせる方法はない

基本報酬は９年間
上がっていない



加算をとらない理由加算をとらない理由

実地指導で細かく書類をチェックされる。

事務処理が増える。

利用者の負担が増える。



加算の種類加算の種類

体制加算 実施加算

算定基準に定められた
体制が整ったときに算定

サービス提供体制強化
加算、個別機能訓練加
算など

ケアプランおよび通所
介護計画に定められた
サービスを実施するこ
とで算定

入浴加算など



値引き

「指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引の取扱いについて」
～老企第３９号

（1）値引きが可能であること。
（2）自費サービスの利用料と介護保険サービスの費用額との間に、不

合理な差額を設けてはならないこと。
（3）訪問看護等の医療系サービスは、全国統一単価である診療報酬と

の間で一般的には価格差を設けることはないこと。

割引の設定は、事業所毎・介護サービスの種類毎に設定が可能

介護報酬の単位に対しての百分率による割引率（％）を設定

利用の低い時間帯などへの時間帯別の割引も可能

ひとつのサービス種類に複数の割引率を弾力的に設定することも可能

前月１５日までに届け出た場合は翌月１日から値引きを算定

利用者毎に個別の値引きや価格差を設けることは「不当値引き」として指導対象



介護給付費の割引を行うには？介護給付費の割引を行うには？

「指定居宅サービス事業所等による
介護給付費の割引に係る割引率の設
定について」の用紙を、あらかじめ役
所に提出する必要があります。

「適用条件」欄に、当該割引率が適用
される時間帯、曜日、日時について具
体的に記載することで柔軟に割引率
を設定することが出来ます。



なぜ加算を取るべきか

加算を算定しないと高い
介護報酬を得ることは出
来ない

算定要件を満たす必要が
あり利用者も負担増

事業としての成長
が見込めない

サービスの質の向
上と、利用者満足度
の向上が不可欠

介護事業所の責任
が増えることで職員
もレベルアップ



加算と算定要件

• 厚生省告示第二十号
• 厚生労働省告示第百二十六号～第百二十八号
• 老計発0317001老振発0317001老老発0317001
• 老振発第0331003号老老発0331016号
• 老計発第0331005号老振発第0331005号老老発
第0331018号
• 老企第３６～４０号
• 老企第２２～２５号
• 厚労省Ｑ＆Ａ
• 保険者Ｑ＆Ａ 等

算定要件を一つでも満たさないと加算算定は不可
～介護報酬は実地指導で重点指導項目
～実地指導での指摘は不正請求として全額返還指導
～悪質な場合は監査となり、保険者から返還請求（罰金４０％）

必ず原文を確認する
癖を付ける。その上
で不明点は専門家に
確認する



加算の留意事項

定められた基準を満たさなくなった場合は速やかに「介護給
付費算定に係る体制等状況」を提出

届出を行わず請求を行った場合は不正請求となり、支払わ
れた介護給付費は不当利得となるので返還請求を受ける

悪質な場合には指定の取消しとなることもある



居宅介護支援

１５０単位/月独居高齢者加算

３００単位/月小規模多機能型居宅介護事業所連携加算

１５０単位/月認知症加算

加算加算 単位単位

初回加算 ３００単位/月

特定事業所加算 （Ⅰ）５００単位/月（Ⅱ）３００単位/月

入院時情報連携加算 （Ⅰ）２００単位/月（Ⅱ）１００単位/月

退院・退所加算 ３００単位
※入院または入所期間中３回を限度

緊急時等カンファレンス加算 ２００単位/月２回

複合型サービス事業所連携加算 ３００単位/月



加算の注意点（居宅介護支援）加算の注意点（居宅介護支援）

イ特定事業所加算イ特定事業所加算((ⅠⅠ) ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1)(1)専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置していること。専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置していること。

(2)(2)専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を三名以上配置していること。専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を三名以上配置していること。

(3)(3)利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的

に開催すること。に開催すること。

(4)(4)二十四時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること。二十四時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること。

(5)(5)算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護三、要介護四及び要介護五である算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護三、要介護四及び要介護五である

者の占める割合が百分の五十以上である者の占める割合が百分の五十以上であるここ。。

(6)(6)当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。

(7)(7)地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に

係る者に指定居宅介護支援を提供していること。係る者に指定居宅介護支援を提供していること。

(8)(8)地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。

(9)(9)居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。

(10)(10)指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当該指定居宅介護指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当該指定居宅介護

支援事業所の介護支援専門員一人当たり四十名未満であること。支援事業所の介護支援専門員一人当たり四十名未満であること。

ロ特定事業所加算（ロ特定事業所加算（ⅡⅡ）） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) (1) イイ(1)(1)、、(3)(3)、、(4)(4)、、(6)(6)、、(7)(7)、、(9)(9)及び及び(10)(10)の基準に適合すること。の基準に適合すること。

(2) (2) 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を二名以上配置していること。専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を二名以上配置していること。

特定事業所加算の要件



訪問介護

加算加算 単位単位

生活機能向上連携加算 月１００単位

緊急時訪問介護加算 １回１００単位

初回加算 １回２００単位

特定事業所加算 （Ⅰ）は請求総額の２０％
（Ⅱ）および（Ⅲ）は請求総額の１０％



加算の注意点（訪問介護）加算の注意点（訪問介護）
特定事業所加算の算定要件特定事業所加算の算定要件

イ特定事業所加算イ特定事業所加算((ⅠⅠ) ) 次に掲げる基準のいずれにも該当すること。次に掲げる基準のいずれにも該当すること。
⑴⑴ 当該指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等（登録型の訪問介護員等（あらかじめ指当該指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等（登録型の訪問介護員等（あらかじめ指

定訪問介護事業所に登録し、当該事業所から指示があった場合に、直接、当該指示を受定訪問介護事業所に登録し、当該事業所から指示があった場合に、直接、当該指示を受
けた利用者の居宅を訪問し、指定訪問介護を行う訪問介護員等をいう。）を含む。以下同けた利用者の居宅を訪問し、指定訪問介護を行う訪問介護員等をいう。）を含む。以下同
じ。）に対し、訪問介護員等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部におけじ。）に対し、訪問介護員等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部におけ
る研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。る研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。

⑵⑵ 次に掲げる基準に従い、指定訪問介護が行われていること。次に掲げる基準に従い、指定訪問介護が行われていること。

㈠利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定㈠利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定
訪問介護事業所における訪問介護員等の技術指導を目的とした会議を定期的に開催する訪問介護事業所における訪問介護員等の技術指導を目的とした会議を定期的に開催する
こと。こと。

㈡指定訪問介護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、当該利用者を担当する訪㈡指定訪問介護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、当該利用者を担当する訪
問介護員等に対し、当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項を文問介護員等に対し、当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項を文
書等の確実な方法により伝達してから開始するとともに、サービス提供終了後、担当する書等の確実な方法により伝達してから開始するとともに、サービス提供終了後、担当する
訪問介護員等から適宜報告を受けること。訪問介護員等から適宜報告を受けること。

⑶⑶ 当該指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等に対し、健康診断等を定期的に実施す当該指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等に対し、健康診断等を定期的に実施す
ること。ること。

⑷⑷ 指定居宅サービス基準第二十九条第六号に規定する緊急時等における対応方法が利用指定居宅サービス基準第二十九条第六号に規定する緊急時等における対応方法が利用
者に明示されていること。者に明示されていること。

⑸⑸ 当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等の総数のうち介護福祉士の占める割合が百分当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等の総数のうち介護福祉士の占める割合が百分
の三十以上又は介護福祉士、実務者研修修了者並びに施行規則第二十二条の二十三第の三十以上又は介護福祉士、実務者研修修了者並びに施行規則第二十二条の二十三第
一項に規定する介護職員基礎研修課程を修了した者（以下「介護職員基礎研修課程修了一項に規定する介護職員基礎研修課程を修了した者（以下「介護職員基礎研修課程修了
者」という。）及び一級者」という。）及び一級 課程を修了した者（以下「一級課程修了者」という。）の占める割合課程を修了した者（以下「一級課程修了者」という。）の占める割合
が百分の五十以上であること。が百分の五十以上であること。



加算の注意点（訪問介護）加算の注意点（訪問介護）

特定事業所加算の算定要件（続き）特定事業所加算の算定要件（続き）

⑹⑹ 当該指定訪問介護事業所の全てのサービス提供責任者が三年以上の実務経験を有す当該指定訪問介護事業所の全てのサービス提供責任者が三年以上の実務経験を有す
るる介護福祉士又は五年以上の実務経験を有する実務者研修修了者若しくは介護職員基介護福祉士又は五年以上の実務経験を有する実務者研修修了者若しくは介護職員基
礎研修課程修了者若しくは一級課程修了者であること。ただし、指定居宅サービス基準第礎研修課程修了者若しくは一級課程修了者であること。ただし、指定居宅サービス基準第
五条第二項の規定により五条第二項の規定により 一人を超えるサービス提供責任者を配置することとされている一人を超えるサービス提供責任者を配置することとされている
事業所においては、常勤のサービス提供責任者を二名以上配置していること。事業所においては、常勤のサービス提供責任者を二名以上配置していること。

⑺⑺ 前年度又は算定日が属する月の前三月間における利用者の総数のうち、要介護状態区前年度又は算定日が属する月の前三月間における利用者の総数のうち、要介護状態区
分が要介護四及び要介護五である者、日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しく分が要介護四及び要介護五である者、日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しく
は行動が認められることから介護を必要とする認知症（介護保険法（平成九年法律第百二は行動が認められることから介護を必要とする認知症（介護保険法（平成九年法律第百二
十三号。以下「法」という。）第五条の二に規定する認知症をいう。）である者並びに社会福十三号。以下「法」という。）第五条の二に規定する認知症をいう。）である者並びに社会福
祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和六十一年厚生省令第四十九号）第一条各号に掲げ祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和六十一年厚生省令第四十九号）第一条各号に掲げ
る行為を必要とする者（当該指定訪問介護事業所が社会福祉士及び介護福祉士法（昭和る行為を必要とする者（当該指定訪問介護事業所が社会福祉士及び介護福祉士法（昭和
六十二年法律第三十号）附則第二十条第一項の登録を受けている場合に限る。）の占める六十二年法律第三十号）附則第二十条第一項の登録を受けている場合に限る。）の占める
割合が百分の二十以上であること。割合が百分の二十以上であること。

ロ特定事業所加算ロ特定事業所加算((ⅡⅡ) ) イの⑴から⑷までに掲げる基準のいずれにも適合し、かつ⑸又は⑹のイの⑴から⑷までに掲げる基準のいずれにも適合し、かつ⑸又は⑹の
いずれかに適合すること。いずれかに適合すること。

ハ特定事業所加算ハ特定事業所加算((ⅢⅢ) ) イの⑴から⑷まで及び⑺に掲げる基準のいずれにも適合すること。イの⑴から⑷まで及び⑺に掲げる基準のいずれにも適合すること。



通所介護

６０単位/日若年性認知症利用者受入加算

加算加算 単位単位

延長加算 １時間５０単位（９～１２時間）

個別機能訓練加算 （Ⅰ）４２単位/回（Ⅱ）５０単位/回

入浴加算 ５０単位/日

栄養改善加算 １５０単位/回

口腔機能向上加算 １５０単位/回

サービス提供体制強化加算 （Ⅰ）１２単位/回（Ⅱ）６単位/回



加算の注意点（通所介護）加算の注意点（通所介護）

個別機能訓練加算の算定要件個別機能訓練加算の算定要件

イ個別機能訓練加算イ個別機能訓練加算((ⅠⅠ))
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴⑴ 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師（以法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師（以
下この号において「理学療法士等」という。）を一名以上配置していること。下この号において「理学療法士等」という。）を一名以上配置していること。

⑵⑵ 個別機能訓練計画の作成及び実施において利用者の自立の支援と日常生活の充実に資個別機能訓練計画の作成及び実施において利用者の自立の支援と日常生活の充実に資
するよう複数の種類の機能訓練の項目を準備し、その項目の選択に当たっては、利用者のするよう複数の種類の機能訓練の項目を準備し、その項目の選択に当たっては、利用者の
生活意欲が増進されるよう利用者を援助し、心身の状況に応じた機能訓練を適切に行って生活意欲が増進されるよう利用者を援助し、心身の状況に応じた機能訓練を適切に行って
いること。いること。

⑶⑶ 機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者
ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っていること。ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っていること。

ロ個別機能訓練加算ロ個別機能訓練加算((ⅡⅡ))
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴⑴ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を一名以上配置していること。専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を一名以上配置していること。
⑵⑵ 機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者

の生活機能向上に資するよう利用者ごとの心身の状況を重視した個別機能訓練計画を作の生活機能向上に資するよう利用者ごとの心身の状況を重視した個別機能訓練計画を作
成していること。成していること。

⑶⑶ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備
し、理学療法士等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に行っていること。し、理学療法士等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に行っていること。



選択的サービス複数実施加算の算定要件選択的サービス複数実施加算の算定要件

イ選択的サービス複数実施加算イ選択的サービス複数実施加算((ⅠⅠ) ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴⑴ 指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所介護費のハの注、ニの注若指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防通所介護費のハの注、ニの注若

しくはホの注又は指定介護予防通所リハビリテーション費のロの注、ハの注若しくはニのしくはホの注又は指定介護予防通所リハビリテーション費のロの注、ハの注若しくはニの
注に掲げる基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て運動器機能向上サー注に掲げる基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て運動器機能向上サー
ビス、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービス（以下「選択的サービス」という。）のビス、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービス（以下「選択的サービス」という。）の
うち、２種類のサービスを実施していること。うち、２種類のサービスを実施していること。

⑵⑵ 利用者が指定介護予防通所介護又は指定介護予防通所リハビリテーションの提供を受け利用者が指定介護予防通所介護又は指定介護予防通所リハビリテーションの提供を受け
た日において、当該利用者に対し、選択的サービスを行っていること。た日において、当該利用者に対し、選択的サービスを行っていること。

⑶⑶ 利用者に対し、選択的サービスのうちいずれかのサービスを１月につき２回以上行ってい利用者に対し、選択的サービスのうちいずれかのサービスを１月につき２回以上行ってい
ること。ること。

ロ選択的サービス複数実施加算ロ選択的サービス複数実施加算((ⅡⅡ) ) 次に掲げるいずれの基準にも適合すること。次に掲げるいずれの基準にも適合すること。
⑴⑴ 利用者に対し、選択的サービスのうち３種類のサービスを実施していること。利用者に対し、選択的サービスのうち３種類のサービスを実施していること。
⑵⑵ イ⑵及び⑶の基準に適合すること。イ⑵及び⑶の基準に適合すること。

加算の注意点（予防通所介護）加算の注意点（予防通所介護）



通所リハビリテーション

３０単位/日理学療法士等体制強化加算

５５０単位/月訪問指導等加算

２４０単位/日 ※週２日限度認知症短期集中リハ加算

６０単位/日若年性認知症受入加算

１００単位（日）※介護４・５に限る重度療養管理加算

加算加算 単位単位

延長加算 １時間５０単位（８～１０時間）

リハビリテーションマネジメント加算 ２３０単位/月

短期集中リハビリテーション実施加算 １月以内１２０単位/日

１月超 ６０単位

個別リハビリテーション実施加算 ８０単位/回

入浴加算 ５０単位/日

栄養改善加算 １５０単位/回

口腔機能向上加算 １５０単位/回

サービス提供体制強化加算 （Ⅰ）１２単位/回（Ⅱ）６単位/回



加算の注意点（通所リハビリ）加算の注意点（通所リハビリ）

短期集中リハビリテーション実施加算からの個別リハの切り離し短期集中リハビリテーション実施加算からの個別リハの切り離し

退院・退所後又は認定日から起算して１月以内退院・退所後又は認定日から起算して１月以内 280280単位／日単位／日
⇒退院・退所後又は認定日から起算して⇒退院・退所後又は認定日から起算して １月以内１月以内 120120単位／日単位／日

退院・退所後又は認定日から起算して１月超３月以内退院・退所後又は認定日から起算して１月超３月以内 140140単位／日単位／日
⇒退院・退所後又は認定日から起算して１月超３月以内⇒退院・退所後又は認定日から起算して１月超３月以内 6060単位／日単位／日

個別リハビリテーション実施加算の要件の見直し（個別リハビリテーション実施加算の要件の見直し（8080単位／回）単位／回）

所要時間１時間以上２時間未満の利用者についても、１日に複数回算定できる所要時間１時間以上２時間未満の利用者についても、１日に複数回算定できる。。

短期集中リハビリテーション実施加算を算定していない場合は、１月に短期集中リハビリテーション実施加算を算定していない場合は、１月に1313回を限度。回を限度。



訪問看護

５４０単位（２９０単位）緊急時訪問看護加算

加算加算 単位単位

サービス提供体制強化加算 ６単位/回

退院時共同指導加算 ６００単位/回

初回加算 ３００単位

看護・介護職員連携強化加算 ２５０単位/月

特別管理加算 （Ⅰ）５００単位（Ⅱ）２５０単位

ターミナルケア加算 ２０００単位/死亡月



加算の注意点（訪問看護）加算の注意点（訪問看護）

医療保険の訪問看護や他事業所が請求している場合は、算医療保険の訪問看護や他事業所が請求している場合は、算
定できない加算。定できない加算。

・・緊急時訪問看護加算緊急時訪問看護加算

・特別管理加算・特別管理加算

・ターミナルケア加算・ターミナルケア加算



訪問リハビリテーション

６単位/回サービス提供体制強化加算

（Ⅰ）３４０単位/日（Ⅱ）２００単位/日短期集中リハビリテーション実施加算

加算加算 単位単位

訪問介護連携加算 ３００単位/３月に１回



介護職員処遇改善加算のチェックポイント介護職員処遇改善加算のチェックポイント

８．基準期間は平成２３年度を基準

７．介護職員処遇改善計画のすべて介護職員への周知徹底

６．給与以外の処遇改善の実施状況（定量的要件）

b，介護職員の講習費用負担などの支援計画の簡便要件

a，就業規則・給与規定による通常の方法

５．キャリアパス要件の再確認と証憑書類

４．実績報告を行わない場合も不正請求として全額返金

３．事業所に１円でも残した場合、算定要件を満たさずに全額返金

２．勤務実績のある介護職員以外への支給は認められない

１．加算であるので実地指導時に厳しくチェックされる



実地指導編



平成２２年度取り消し事由

２１設備及び運営に関する基準

５１不正の手段により指定

１２介護保険法その他等に基づく命令に違反

１３質問に対し虚偽の答弁をし、又は検査を拒んだ

３６人員基準違反

３２帳簿書類の提出命令等に従わず、又は虚偽の報告

４６介護給付費の請求に関して不正

※ １件に対し複数の取り消し事由あり

H２２年の取り消し総数 １０３件



取消事例取消事例



最近の取消事例最近の取消事例

平成平成2424年年1111月月 千葉県千葉県 通所介護通所介護 訪問介護訪問介護 不正請求不正請求

平成平成2424年年1111月月 長崎県長崎県 訪問介護訪問介護

不正請求不正請求//虚偽の報告虚偽の報告

平成平成2424年年1010月月 三重県三重県 訪問介護訪問介護

不正請求不正請求

平成平成2424年年44月月 静岡県静岡県 訪問介護訪問介護

人員基準違反人員基準違反//不正請求不正請求//虚偽の報告虚偽の報告

平成24年3月 大阪府 福祉用具貸与

指定の全部の効力の停止6か月間

人員基準違反/運営基準違反/不正請求/虚偽の報告



・権限委譲になったことにより、実地フローの・権限委譲になったことにより、実地フローの
マニュアル化がすすんでいる。マニュアル化がすすんでいる。

・実地指導担当者の私見での意見も見受け・実地指導担当者の私見での意見も見受け
られる。られる。

最近の傾向最近の傾向



実地検査の流れ

事業所の選定

実地通知の送付 ※事業者宛
（検査日の概ね10日前から前日又は当日）

事前提出資料 提出

実地検査結果の通知（検査日から概ね1～2か月）

改善報告書の提出
（通知発出日から30日以内に提出）

改善完了報告書の提出

実地検査当日

介護報酬等の変
換等の処理

役

所

事
業
所



実地指導で用意するもの（運営に関するもの）

（予防）
訪問介護

（予防）
訪問入浴

（予防）
訪問看護

（予防）
通所介護

（予防）
通所リハ

 １　運営に関するもの

（１）運営規程 ○ ○ ○ ○ ○

（２）勤務(予定)表　（併設事業所も含む） ○ ○ ○ ○ ○

（３）勤務状況の確認ができるもの（タイムカード又は出勤簿、給与台帳（口座振替
の場合は振込の明細書、控除金の明細書（所得税・住民税）及び領収書、労働者名簿、採
用通知書又は雇用契約書、履歴書、健康診断書、就業規則など）

○ ○ ○ ○ ○

（４）従業者の資格証（免許証等の写し） ○ ○ ○ ○ ○

（５）業務日誌 ○ ○ ○ ○ ○

（６）研修に関する記録（人権研修、内部研修、外部研修） ○ ○ ○ ○ ○

（７）苦情（相談）処理に関する記録 ○ ○ ○ ○ ○

（８）事故に関する記録 ○ ○ ○ ○ ○

（９）会計関係書類 ○ ○ ○ ○ ○

（１０）年間、月間の事業計画と実施状況の記録　（法人としての年間事業計画） ○ ○ ○ ○ ○

（１１）車両運行記録、車検証の写し、道路運送に定める有償運送の許可証 注１ ○ ○ ○

（１２）消毒に関する書類（保守点検作業所、委託契約書等）

（１３）協力医療機関等との協定書

（１４）非常災害対策に関する書類 ○ ○

※居宅介護支援については別紙を確認してください。



実地指導で用意するもの（サービス提供に関するもの等）

（予防）
訪問介護

（予防）
訪問入浴

（予防）
訪問看護

（予防）
通所介護

（予防）
通所リハ

サービス提供に関するもの

（１）重要事項説明書 ○ ○ ○ ○ ○

（２）契約書 ○ ○ ○ ○ ○

（３）サービス提供記録 （様式任意） ○ ○ ○ ○ ○

（４）サービス提供票・別表 ○ ○ ○ ○ ○

（５）サービス提供に関する計画書（訪問介護計画　等） ○ ○ ○ ○ ○

（６）指示書及び訪問看護報告書 ○

（７)モニタリングの結果の記録 注２ 注２ 注２ 注２

介護給付に関するもの

（１）介護給付費明細書（国保連請求分）の控え（紙媒体） ○ ○ ○ ○ ○

（２）利用者に交付した請求書・領収書の控え ○ ○ ○ ○ ○

その他

（１）指定申請書の写し（変更届書を含む） ○ ○ ○ ○ ○

（２）賠償保険の証書 ○ ○ ○ ○ ○

（３）事業所の広告、パンフレット ○ ○ ○ ○ ○

（４）居宅サービス事業者自主点検表及び居宅サービス事業者自己評価表 ○ ○ ○ ○ ○

（５）集団指導の配布書類 ○ ○ ○ ○ ○

※　複数のサービス事業所がある場合は、各事業所別に書類を用意してください。

※　必要に応じて当日写しをいただくものがあります。また、上記以外の書類の閲覧、写しをいただく場合もあります。

注１：通院等乗降介助を算定している事業所については、必要

注２：介護予防サービス事業所については、必要



重要事項説明書重要事項説明書

・重要事項説明書に記載すべき内容が足りていない

・運営規定の内容と差が生じている。

① 事業者、事業所の概要（名称、住所、所在地、連絡先など）

② 運営規程の概要（目的、方針、営業日時）

③ 管理者氏名及び従業者の勤務体制

④ 提供するサービスの内容及び提供方法

⑤ その他費用（交通費など）について

⑥ 利用料、その他費用の請求及び支払い方法について

⑦ 通常の事業の実施地域

⑧ 衛生管理

⑨ 緊急時の対応方法（居宅介護支援は除く）

⑩ 事故発生時の対応（損害賠償の方法を含む）

⑪ 苦情処理の体制及び手順、苦情相談の窓口、苦情・相談の連絡先（事業者、市町村：利用者の保険者、大阪府国民健康保険団体
連合会など）※事業の実施地域の市町村窓口を把握しておくこと

⑫ 秘密保持と個人情報の保護（使用同意など）について

⑬ 高齢者虐待防止について

⑭ サービス内容の見積もり（サービス提供内容及び利用者負担額の目安など）（居宅介護支援は除く） ＊確認ができれば別途料金
表の活用も可

⑮ その他利用者がサービスを選択するために必要な重要事項

⑯ 事業者、事業所、利用者（場合により代理人）による説明確認欄

（平成24年度 大阪府介護保険指定事業者集団指導より）



勤務体制の確保等

○○ 勤務表の作成

○○ 当該事業所の従業者によるサービス提供

・・ 雇用契約その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮令下

にあるもの（訪問介護）

・ 調理、洗濯等利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務は委託可

（通所介護） （同上通知）

○○ 研修の機会の確保

指定訪問（通所）介護事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、訪問介護

員等（通所介護従業者）の日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、（専従

の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練指導員の配置）、管理者との兼

務関係、サービス提供責任者である旨等を明確にすること。（老企２５号通知）



高齢者住宅等に併設する介護事業所の留意点

介護保険法、指定基準等を遵守する。

介護保険サービスの選択が可能か。

介護保険のサービスと高齢者住宅等独自のサービスとの
区分が明確にする。

（不必要、過剰なサービス提供を行っていないか。）

利用者の自立支援になっているか。①①

○

従業者の勤務が明確に区分されているか。②②

高齢者住宅等が行う介護サービスの範囲と費用が明確になっているか。①①

ケアプラン（訪問・通所介護計画）に沿ったサービス提供が行われているか。②②

○

併設事業所以外からのサービス利用も可能か。②

併設事業所のサービス利用が強要されていないか。①

○



ケアマネジメントプロセス

アセス
メント

評価改善

モニタリ
ング

カンファ
レンス

プラン
ニング

・どのサービスであっても考え方は同じ



整合性

ケアプラン第二票

介護計画

提供記録



サービス提供記録の整備

ケアプラン等に記載された時間ではなく、実際に提供した時間を記載する。・

適切なサービスであったかどうかの根拠となる。・

介護報酬請求の根拠となる。・

２年間の保存義務（完結の日から）・

利用者のニーズを明確にし、サービスの質を向上させる。・

○ 留意事項

提供者の氏名・利用者の心身の状況・その他（送迎時間ほか）・

サービス提供日・サービス提供時間（実時間） ・サービス内容・

○ 記録すべき項目

事業者は、指定訪問（通所）介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの

内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他

適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならない。

（第19条第2項）

○○ 基準



居宅介護支援

サービス担当者会議未開催に係る運営基準減算未実施

モニタリング未実施に係る運営基準減算未実施

居宅サービス計画の未交付に係る運営基準減算未実施

認知症加算の算定誤り

退院・退所加算の算定誤り

医療連携加算の算定誤り



アセスメントアセスメント((居宅介護支援）居宅介護支援）

基本情報に関する項目
１ 基本情報（受付、利用者等基本情報）
２ 生活状況
３ 利用者の被保険者情報
４ 現在利用しているサービスの状況
５ 障害老人の日常生活自立度
６ 認知症である老人の日常生活自立度
７ 主訴
８ 認定情報
９ 課題分析（アセスメント）理由

課題分析（アセスメント）に関する項目
10 健康状態
11 ＡＤＬ
12 ＩＡＤＬ
13 認知
14 コミュニケーション能力
15 社会との関わり
16 排尿・排便
17 じょく瘡・皮膚の問題
18 口腔衛生
19 食事摂取
20 問題行動
21 介護力
22 居住環境
23 特別な状況

課題分析に不備がある。（課題分析標準項目２３項目を満たしていない）



訪問介護

提供したサービス（身体介護、生活援助）と請求内容の相違

保険対象外サービスの提供

サービスを提供していない時間を請求に算入



通所介護

機能訓練指導員未配置等による個別機能訓練加算の算

定要件の不足

サービス提供時間の不足による報酬請求区分誤り

看護職員の不在による減算未実施

規模区分の誤り

サービス提供体制強化加算の職員割合等の記録不備



宿泊付きデイサービス（お泊りデイ）宿泊付きデイサービス（お泊りデイ）

大阪府で「宿泊付きデイサービス」ガイドライン策定

府下約１９００デイサービス事業所に行ったアンケート調査（回答率75％）では、１

２２事業所が自主事業として宿泊付きデイサービスを実施していると回答。

東京に続き２例目であり、背景には、大都市部から国に基準案を要望しても、一

向に示される気配がないことがある。

独自基準独自基準



訪問看護訪問看護

指示書の有効期限が切れている。

サービス提供記録の記載に不備がある。

緊急時訪問看護加算に係る利用者からの同意が文書にお
いてなされていない。



介護事業者の取り組むべき方向性介護事業者の取り組むべき方向性

・適正な報酬の請求・
給付

・職員の安心感と情報
の共有によるレベル
アップ

・質が高く充実したサー
ビス提供

・職員に研鑽を求め、
優秀な職員を獲得

・保険者の評価アップ

・収益の向上と経営の
安定

・利用者の職員の獲得
・職員の処遇改善
・環境変化への対応力

法令、基準の理解、
遵守

加算項目への
積極な取り組み

良い結果へ

加算は積極的にとっていく。ただし、法令遵守は確実に！

そのためには定期的に実地指導を想定したチェックを。


